
進
捗
状
況
説
明

平成30年度の施設入寮者数目標は入寮者可能人数の上限である8名を設定しており、平成30年4月時点で入寮者は3名である。

実　績 - - 3名

鳩間島留学支援多目的施設への入寮者
数

目　標 - 8名以上

達
成
状
況
説
明

鳩間島留学支援多目的施設（床面積１９８㎡）の完成

施設の内容：児童生徒室×４、多目的室、食堂、台所、洗面室×３、シャワー室×３、トイレ×４、保健室、指導員室
入寮者可能人数：４部屋８名程度

成果目標
（指標）

及び進捗状況

成果目標（指標）
基準値

（28年度）
29年度 30年度

目　標 整備完了

実　績 整備完了

予算の状況の説明 当初の計画通り、鳩間島留学支援多目的施設が完成し、事業が適正に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

活動目標（指標）
達成状況

29年度

鳩間島留学支援多目的施設の施設整備

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

うち補助金充当額 77,332

B．執行済額 96,665

A．計(b+d) 96,697

(d)繰越額 -

(c)増減額(b-a) 900

(a)当初予算額 95,797

(b)予算現額 96,697

実施方法  　 ☑直接実施　　　　　☑委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「補助金」＋
「市町村負担」

ベース）

29年度

予
算
の
状
況

官　民　協　働 □ 事業推進主体の形成 □ そ　　の　　他

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　☑後年度（平成３０年度）

事業内容

本土から鳩間島の小中学校に転入する児童・生徒向けの鳩間島留学支援多目的施設を整備する。
なお、留学支援多目的施設は、居住スペース、保健指導室、多目的スペース等で構成される。

先導性に係る取組
□ 自　立　性 ☑ 政　策　間　連　携 ☑ 離島活性化を担う人材の確保・育成

☑

担当部課名 竹富町教育委員会　総務課
事業実施

（予定）年度
平成29年度

☑ 定住促進

☑ その他

市町村名 竹富町

平成29年度沖縄離島活性化推進事業費補助金検証シート

事業名 鳩間島留学支援多目的施設（仮称）整備事業 事業類型

□ 産業振興



支出先の選定方法は妥当か。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○
建築工事については、前年度（Ｈ２８年度）設計業者に委託した。工事が入

札不落となったのは現場の人手不足であり、予算は適正であったと考え
る。

― 　―

○
費目・使途に関しては、予算要求時に財政担当の査定を受けており、か
つ、検収時において確認を行い適正であった。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 請負業者については、関係法令の規定により契約し妥当である。

96,665 96,665 77,332 19,333 0

今後の取り組み方針

　ＨＰを開設し、児童生徒の寮生活等を発信する。また、移住フェアなどのイベントでＰＲ活動を実施し、周知強化に努める。

　早稲田大学や鳩間島郷友会等の島外の関係機関との連携を強化し、入寮希望を促すための体験学習（早稲田大学離島交流プロジェクト）を今後も継続実施

することで、入寮者の増加につなげる。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
補助対象
事業費

補助対象
外経費補助金

充当額
市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　現時点での入寮者数の達成状況が低調である。要因として、施設落成が
年度末となってしまったことから、落成直後に入寮を案内することや、その情
報を発信することが困難であったことが挙げられる。

　入寮希望を促すための情報発信等を更に充実させ、入寮者数及び入寮に
関する問合せ件数を増やす必要がある。

竹 富 町

96,665千円

建築工事

73,980千円

設備工事

18,900千円

監理委託業務

1,944千円

備品購入費

1,841千円

有限会社 つかさ産

業

代表者 小波本 教

株式会社 屋建設

代表者 屋 重美

73,980千円

匠設計室

代表者 大浜 英和

1,944千円

ベスト電器登野城店

代表者 喜舎場 英准

664千円

有限会社 ヤマト商会

代表者 浦原 英之

497千円

ホシザキ沖縄株式会社

代表者 平田 公夫

680千円

不落随意契約

指名競争入札

指名競争入札

随意契約

随意契約

随意契約

鳩間島留学支援多目的施
設新築建設工事(建築)

鳩間島留学支援多目的施

設新築建設工事(設備)

鳩間島留学支援多目的施

設新築建設工事管理委託

業務

物品売買契約
鳩間島留学支援多目的
施設TV ほか購入

物品売買契約

鳩間島留学支援多目的

施設テーブル ほか購

物品売買契約

鳩間島留学支援多目的

施設冷凍・冷蔵庫購入



進
捗
状
況
説
明

高度なスキル（コーディング等）を要しないライティング（文章作成）を受託品目の中心にしたことで、パソコン利用が少なかった層も参加
できるようになったため、業務受託者数が増えてきた。また、業務受託者数が広報及び口コミなどで増えており、達成率は100%を超える
ことができた。
当初の目標では、IT業務受託の契約を平成31年度までに50件行うことを目標としていたが、PR活動を200社、折衝は27社行ったがスキ
ルマッチングが不調となったことを受け、現在は、クライアント企業を2万社持ってるクラウドワークス１社と契約締結している状況である。

50社以上

実　績 - 1社 1社

- 22人 33人

IT業務受託契約社数

目　標 - -

31年度

業務受託者数

目　標 20人以上 -

実　績

達
成
状
況
説
明

・IT人材の育成において、30名を超えるテレワーカを育成することができた。シェアオフィスは5月から3月までの11ヶ月間で延べ人数770
名が利用している。
・東京を中心に予定していたPR活動の回数を達成し、大手クラウドワークスとの協定に向けた調整が行えた。
・東京、大阪において相談窓口及びイベントの出展について予定の３回を実施できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

成果目標（指標）
基準値

（28年度）
29年度 30年度

移住相談窓口の設置、
移住促進イベントへの出展

目　標 実施

実　績 実施（３回）

都市部IT企業に対するPR活動

目　標 実施

実　績 実施（12回）

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 当初の計画どおりシェアオフィスの設置・運営、テレワーカーの育成等、事業は適正に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

活動目標（指標）
達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

IT産業従事人材の育成及びシェアオフィス
の運営

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

うち補助金充当額 24,624

B．執行済額 30,780

A．計(b+d) 30,780

(d)繰越額 -

(c)増減額(b-a) ▲ 900

(a)当初予算額 31,680

(b)予算現額 30,780

実施方法  　 □直接実施　　　　　☑委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「補助金」＋
「市町村負担」

ベース）

29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

官　民　協　働 □ 事業推進主体の形成 □ そ　　の　　他

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　☑後年度（　　　　年度）

事業内容

就業移住促進を図るため、
・IT産業に従事できる人材の育成を行なうともに、竹富町でIT産業に係る仕事ができるように既存シェアオフィスを運営する。
・都市部のIT企業に対して、竹富町のIT人材の育成・活用に向けた取組（人材育成・シェアオフィス）に関するプロモーションを行
い、竹富町へのIT関連業務の受注ひいてはIT産業の活性化につなげる。
・移住相談窓口を設置するとともに、都市部において竹富町への移住促進イベントを開催し、竹富町でのITを活用した働き方の紹介を行なうこと
で移住者増加につなげる。

先導性に係る取組
□ 自　立　性 ☑ 政　策　間　連　携 □ 離島活性化を担う人材の確保・育成

☑

担当部課名 政策推進課
事業実施

（予定）年度
平成29～31年度

☑ 定住促進

□ その他

市町村名 竹富町

平成29年度沖縄離島活性化推進事業費補助金検証シート

事業名 竹富町IT就業移住促進事業 事業類型

□ 産業振興



支出先の選定方法は妥当か。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

△ 県内に本事業に対応できる企業が乏しく、一者見積となっている。

- -

○
費目・使途に関しては、予算要求時に財政担当の査定を受けており、か
つ、検収時において確認を行い適正であった。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○
委託先は、竹富町において事業実績もある株式会社であり妥当と考える。
また、当該契約は地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の規定により
随意契約としている。

30,780 30,780 24,624 6,156 0

今後の取り組み方針

○クラウドワークスの包括企業を精査し、マッチングしそうな企業をリストアップし、竹富町住民への業務アウトソーシングをPRし業務を誘致していく。

○発注されるIT業務に求められるスキルを踏まえ、町内のテレワーカーが安定的に業務が受注できるように必要とされるスキル獲得・向上に向けた研修を実施す
る。研修の実施にあたっては、島内に居ながらスキルアップ可能であることを実証するため、シェアオフィスを活用し、外部のIT関連企業と遠隔にて研修を積極的
に行なう。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
補助対象
事業費

補助対象
外経費

補助金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

○本町の人材が保有するスキルとIT業務を発注する企業が求めるスキルが
折り合わず、確保できた発注企業の数（IT業務受託契約社数）が当初想定よ
り低調となっている。

○業務を発注する企業が求めるスキルに対して、町内のテレワーカーのス
キルが追いついていない。

○IT業務受託契約社数は1社のみとなっているが、契約を締結したクラウド
ワークス社は業務を発注するクライアント企業を多数抱えているため、今後
は受託業務の数を増やしていくことに注力する。

○町内のテレワーカーのスキルアップのために、育成研修を積極的に開催
する必要がある。

竹富町

30,780千円

委託料

30,780千円

㈱ブルー・オーシャン沖縄

代表 岩見 学

30,780千円

竹富町IT就業移住促進業務委託


